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Ⅰ．はじめに

わが国では高齢者が４人に１人を超える、超高齢社会を現在迎えている１）。その中でも、脳卒中については、患

者層の大半を高齢者が占め、人口の高齢化に伴い患者数の増加が予測されている２）。多くの脳卒中患者が病院での

治療やリハビリテーションを経て自宅復帰されるが、その障害度によっては日常生活活動（ActivitiesofDailyLiving；

以下、ADL）において介護が必要になるなど、入院前後で患者自身や家族の在宅生活状況が大きく変わるケースも

ある。

脳卒中患者が呈する機能障害は、病変および病態によって異なり、軽症例から重症例まで、ADL能力低下の程

度も様々である。入院患者および家族が自宅復帰を希望される中で、医学的治療により状態が安定した後には、そ

の次に患者および家族は、どれほどの後遺障害が残るのか、あるいは退院後の生活はどうなるのか、といった不安

を抱える。その中で、どの程度 ADL能力の改善が見込まれるのかを早期から把握できることは、自宅復帰を計画

するにあたりとても重要となる３）。しかし、その障害度がより重度で、自宅復帰するために介護者の確保や大幅な

住宅改修、車いすの導入など人的・物的環境の調整が多分に必要となるようなケースでは、自宅復帰が困難となる

ケースも少なくない。そういった自宅復帰の可否を判断する際に重要であると考えられる脳卒中予後予測において、

これまでの研究報告からの文献的考察を交え、ADLを中心とした影響因子について検討する。

Ⅱ．自宅復帰に関わる影響を及ぼす要因と背景

回復期リハビリテーション病棟協会による、全国の脳卒中患者の退院経路の報告では、自宅への退院は約63.8％、

次いで、グループホーム等の居宅系施設や特別養護老人ホームなどを含む在宅系施設への退院が約9.5％と算出され

ている４）。また、急性期および回復期の病期別に、退院経路を左右する条件についての研究報告もなされている。

急性期における脳卒中患者においては、退院先が自宅かそれ以外かに関わる因子として、ADL能力を客観的数

値化したもので検討がなされている。湯﨑ら５）は、BI（BarthelIndex）を用いた研究において、BI合計点が初期

評価時に60点、または最終評価時に90点を超えた患者は全例が自宅復帰した一方で、初期評価時に BIが30点未満
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であった患者は85％、最終評価時に60点未満であった患者は94％が転院したことを報告している。また、澤田ら６）

は FIM（FunctionalIndependenceMeasure；機能的自立度評価表）を用いた研究において、自宅退院群は転院群

と比較し、リハビリテーション開始時の FIM 総合計点が有意に高く、その下位項目である運動項目合計点および

認知項目合計点についても有意な差が認められたと報告している。いずれの研究も、初期段階での ADL能力の高

さが因子として挙げられる。

同様に、回復期リハビリテーション病棟においても、退院先の違いを生み出す要因分析がなされており、自宅復

帰群はそれ以外の群と比較し、年齢が若いことや退院時 FIM が高得点であることが報告されている７，８）。特に岡本

ら８）の研究では、退院時 FIM は総合計点および運動項目合計点、認知項目合計点のいずれにおいても自宅群が有

意に高かったとしている。一方で、施設群による群内比較においては、入院時 FIM 総合計点および各項目合計点

と、退院時のそれらとの間には統計学的な有意差はなかったとしており、改善度が小さいことがうかがえる。他に、

高齢脳卒中患者を対象とした植松ら９）の研究では、退院時の家族構成人数や同居配偶者の有無が、退院先に有意な

影響を及ぼすことを報告している。退院時の家族構成人数においては、独居者の割合について自宅群では全体の7.8％

と少ないのに対し、病院・施設群では29.2％と高い割合を示している。同居配偶者の有無の比較では、自宅群では

68.0％に同居配偶者がいるのに対し、病院・施設群では44.6％となっており、自宅群の方が高い割合で同居配偶者が

いることを示している。

このように脳卒中患者の自宅復帰には、年齢や ADL能力の他、家族構成人数を含む周囲の様々な環境面も影響

を及ぼしている。また Meijerら10）も、レビューで６文献929症例の検討を行い、社会的なサポートと同居人の有無

が退院先決定の因子であり、同居者がいる、若年、麻痺が軽度、ADL良好などの機能的要因が揃えば、自宅退院

の可能性が高いと述べている。しかし同居人の有無に関しては、わが国では家族構成の変化により三世代世帯の割

合が減少し、単独世帯や夫婦のみの世帯が増加している現状があり11）、介護の役割を担える者が減少していると考

えられる。単独世帯増加の背景には、未婚率や離別率の上昇があり、今後も増加すると推測されている。また超高

齢社会を迎え、高齢者を取り巻く地域の変化もみられ、地域における人との繋がりの希薄化が進んでおり、脳卒中

患者が自宅復帰困難となるケースが増加しうる可能性がある。

Ⅲ．自宅復帰に求められるADL予後予測と機能的因子

脳卒中患者が自宅復帰し自宅生活を継続するためには、リハビリテーションの関わりが重要となるが、全般的な

心身機能および ADL能力の向上を目指した関わりだけでは不十分である。それは、個々の患者によって自宅復帰

に求められる ADL能力が異なるためであり、その患者が自宅復帰までに必ず獲得しておかなければならない ADL

項目と、自宅復帰後もサービス利用等の支援を含めて介護対応が可能な ADL項目とを、明確に区別した上で介入

方法を検討するといった視点が重要である。この視点を欠いてしまうと、本来獲得すべき ADL項目が入院期間中

に獲得されず、介護者側が退院後の生活において、何を、どこまで介護すれば良いのかのイメージが十分につかず、

自宅復帰支援を断念せざるを得ないという事も起こりうる。特に自宅復帰するために必要な ADLに、人的・物的

等の環境調整が必要な場合、早期から介護者側の役割変化への対策や、住宅改修を含む自宅内の生活環境整備につ

いて十分に検討しておかなければならない。よって、脳卒中患者が自宅復帰を目指す際には、リハビリテーション

介入によって全般的な心身機能および ADL能力改善を図るだけではなく、患者の個別性に配慮した上で、より必

要な ADLについて自立可能なものと自立困難なものとを早期から判断し、必要な対策を講じることが重要である

と考えられる。
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それらを判断するためには、心身機能や ADLの的確な予後予測が必要であることが諸家によって述べられてい

る12－15）。予後予測とはすなわち「見通し」をたてることであり、道免12）は、リハビリテーション治療後に獲得しう

る心身機能の予後と、それに関与する因子を十分考慮することで、適切な治療計画が可能になると述べている。ま

た前島ら13）も、リハビリテーション実施にあたり自宅復帰可否に関する予後予測が、治療方針を決めるうえで有用

であることを指摘したうえで、早期の自宅復帰可否判断に際しては ADL予後予測が重要であると述べている。た

だし予後についての注意点として、機能回復自体は、年齢や初期の ADL能力などの要因だけで決まるものではな

い。三好14）は治療可能で改善が見込まれる障害像を発見して見極め、治療法を工夫することで回復率を高めること

は可能だと述べている。そのため脳卒中患者においては、病変および病態による障害像の特異性や機能的予後の多

様性をふまえ、それぞれの予後予測結果に基づいた適切な目標設定のもとでリハビリテーションを行うと同時に、

必要な介助を個別に考慮して自宅復帰を目指すことが重要である15）。

ADLの実行にあたっては、その動作や過程に影響を及ぼす因子として、脳卒中患者の代表的症状である麻痺側

運動機能の他に、体幹機能や非麻痺側運動機能、認知機能、高次脳機能など、種々の要素の影響も受ける16－20）た

め、それらを考慮する必要がある。江連ら16）は、脳卒中片麻痺患者の ADLは麻痺側機能よりも体幹機能との関係

が強いことを指摘している。また、武井ら17）による移乗動作能力に対する予測因子の研究においても、体幹機能の

関連が多変量解析によって示されている。一方、脳卒中重度片麻痺患者においては ADL能力に及ぼす因子として

体幹機能の重要性も示唆されたが、それよりも非麻痺側下肢筋力がより重要であるという報告がなされている18）。

道免ら19）も、歩行、移乗動作、階段昇降などを含む移乗・移動動作能力に影響を及ぼす機能的因子として、麻痺側

下肢機能とともに非麻痺側下肢機能の重要性を指摘している。また別の側面では、横井20）らは、施設入所者を対象

に認知機能障害と ADL障害との関連について検討した結果、認知機能障害が重度であった場合、たとえ施設内歩

行が自立レベルの運動機能を有していても、他の ADL能力の低下が著明だったことを報告している。

このように、麻痺側の運動機能が同程度であったとしても、他の因子により ADL能力が大きく影響を受けるこ

とがあるため、 ADL予後予測は複雑化すると言える。しかし、退院に関する検討を行うには、機能予後予測以上

に ADL予後予測が重要な意味をもつため、この予測精度を向上させていく必要がある。

ADL予後予測研究では、退院時 ADL能力を FIM や BIなどを用いて検討を行っているものが数多くあ

る５，６，21－23）。それらの研究は、入院時および退院時 FIM あるいは BIの総合計点や FIM 運動項目ならびに認知項

目の合計点を、自宅復帰可能か否かの判断材料にしたもの５，６）や、入院時 FIM の各合計点を含むデータから退院

時 FIM 総合計点や各項目合計点を予測しているもの21－23）などが多い。総合計点による予測値を算出することは、

全体像として退院時の ADL能力を把握しやすく、早期から自宅復帰の可能性を数値として捉えることができる点

ではメリットが大きい。

しかし、自宅復帰の実際は、患者自身でセルフケアが可能なのか、家族などの介助がどの場面で必要になるのか

など、より具体的な課題や ADL項目を患者の個別性に照らして抽出し、解決を図っていくことが大切であり、そ

れらに関連した予測が重要であると考えられる。

Ⅳ．自宅復帰においてより重要なADL能力

先述した通り、自宅復帰に向けて求められる具体的な ADL項目は、介護者側の影響も強く受けるため一様では

ない。しかし、自宅復帰するための影響因子や条件に関する報告はいくつかなされており、重要度の高い ADL項

目も具体的に挙げられている。回復期リハビリテーション病棟における研究では、自宅復帰群と施設転所群との間
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に、入院時および退院時の各 FIM 項目自立度にどのような違いがあるのかを比較検討したものがある。前田ら７）

は、FIM 運動・認知各項目の全てにおいて自宅群の点数が有意に高く、その中でもトイレ動作、トイレ移乗、階

段、移動様式（歩行／車椅子）、記憶の５項目が自宅復帰につながる重要因子であることを多変量解析から明らか

にしている。岡本ら８）も、FIM 各項目のうち食事以外の全ての運動項目と、問題解決、記憶の２つの認知項目で

自宅群の方が有意に得点が高く、その中でもトイレ移乗と更衣（下半身）が自宅復帰につながる重要因子であるこ

とを明らかにしている。また中村ら24）の報告でもトイレ動作が自立していることが自宅復帰条件として重要であっ

たとしている。さらに津坂ら25）も同様に、自宅復帰の可否に強く影響する ADLとしてトイレ動作とトイレ移乗を

挙げ、自宅復帰のために最低限求められる自立度の下限閾値の点数は、両項目とも FIM において５点（監視）で

あったことを報告している。さらに井上ら26）は脳卒中患者における自宅復帰率向上に必要な ADL改善項目を起

居・移動能力の重症度別に分類して調査し、特に重症患者の自宅復帰率向上には排泄に関する成果向上が必要であ

ると報告している。また高齢脳卒中患者に限定した研究では、トイレ移乗が要介助でかつ家族構成人数が２人以下

のケースは自宅復帰が困難であることも示されている９）。

またMoklerら27）は、FIM 項目が自宅退院に与える影響について、予測変数の項目による予測精度の差を検討し

ている。リハビリテーションが施行できた 259例中155例が自宅退院したが、排尿コントロール、トイレ移乗、記憶

を予測変数にすると自宅退院の76.6％、施設退院の53.5％、全体で66.4％を予測でき、更衣上、ベッド移乗、表出を

予測変数にすると自宅退院の78.6％、施設退院の68.1％、全体で74％を予測できたとしている。つまり、これらの項

目が特に自宅退院との関連度が高いということがうかがえる。

以上より、最も重要度が高いと考えられる ADL項目は、排泄における移乗を含むトイレの一連動作である。ト

イレ動作はその特徴として、毎日複数回、昼夜含め不定期の時間帯で行う必要がある動作であるため、その一連の

動作が他者の介助なしに行えることは、自宅復帰につながりやすいと考える。また自宅復帰の関連因子として有意

差がみられる項目は他にも移乗や更衣等が挙げられているが、これらはトイレ動作における行程に含まれる要素で

もあり、やはりトイレ動作の重要性がうかがえる。ただし、これらのことは決してトイレ動作が自立していなけれ

ば自宅復帰困難だと結論づけるものではない。そういったケースこそ早期から対策を講じることが大切になるので

ある。

Ⅳ．おわりに

脳卒中の予後予測については数多くの研究がなされているが、脳卒中リハビリテーションにおいて予後予測を併

用して見通しを立て、適切な目標設定をし、患者および家族と情報共有しながら進めていくことは大切である。特

に自宅復帰にあたっては具体的に必要とされる ADL項目を見極め、その能力改善の程度を予測することで、自宅

復帰の可否判断や種々の対応策を早期から検討することができる。これまでの先行研究から明らかになったように、

トイレ動作の重要性がわかれば、それに即したリハプログラムの検討や立案も可能になり、セラピストと患者本人

の双方ともに目指すべき方向性も明確になりやすい。各予後予測研究の精度が向上してきている中で、これからは

セラピストがより正確に心身の機能や能力の評価を行い、目標とする動作獲得を目指して、より的確な技術でエビ

デンスに基づいたリハビリテーションを行うことが重要となる。

しかし、臨床病型や病態によってその障害像が異なる脳卒中においては、リハビリテーション治療によってすべ

て一様に機能改善が見込まれるものではなく、脳の損傷の部位や程度によって、改善可能な機能とそうでないもの

とが考えられうる。石倉ら28）は、機能予後予測にあたっては、脳卒中の発症によりどの血管が傷害され、どの部位
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が脳損傷を受け、その部位がどのような機能局在を有しているかを考え、そこから導き出される障害像を検討して

いくことで予測精度が向上すると述べている。予後予測においては、そういった科学的根拠に基づいた脳機能解剖

学的な分析も重要となると考えられる。今後は、トイレ動作獲得に必要な機能や要素の抽出を含め、脳機能解剖学

的観点からの改善度についても検討していくことが課題である。
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